
指定介護予防支援契約書 

 

            様 （以下「利用者」という。）と、指定介護予防支援事業者である奉優会弥生

の園居宅介護支援事業所(以下「事業者」という。) は、事業者が利用者に対して行う指定介護予防支援につ

いて、次のとおり契約を締結する。 

 

（契約の目的） 

第１条 事業者は、要支援状態の悪化の防止に資するよう、利用者が可能な限りその居宅において、その尊

厳を保持し、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、医療との連携に配慮し、

介護予防サービス計画（以下「ケアプラン」という。）を作成するとともに、指定介護予防サービス（以

下「サービス」という。）等の提供が確保されるようサービス提供事業者等と連絡調整その他の便宜を提

供する。また、利用者はこれらの業務の遂行に必要な協力を行うとともに、利用者が費用負担しなければ

ならない所定の利用料、その他の費用を支払うものとする。 
 

（契約期間） 

第２条 この契約の契約期間は、令和  年  月  日から利用者の要支援認定又は事業対象者登録の有

効期間満了日までとする。ただし、契約期間満了日までに、利用者から事業者に対して、文書による契約

終了の申し出がない場合、契約は自動更新されるものとする。 

 

(契約の内容) 

第３条 業務の内容等は、下記のとおりとする。 

 （１）ケアプランの作成 

 （２）サービス提供事業者等との連絡調整 

 （３）サービス実施状況把握、評価 

 （４）利用者状況の把握 

 （５）給付管理 

 （６）要支援認定等の申請に対する協力、援助 

 （７）指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所における指定介護予防サービス等の利用に係る計画作

成等に対する協力業務 

 （８）相談業務 

 

（契約の解除） 

第４条 利用者から行う解約措置 

 （１）利用者は契約期間中にこの契約を解約しようとする場合は、事業者に対して契約終了を希望する日

の７日前までにその旨を文書にて申し出なければならない。ただし、利用者の病状の急変、緊急の

入院等やむを得ない事情がある場合はこの限りではない。 

 （２）次の場合、利用者は事業者に申し出を行うことにより事前申し出の期間なしにこの契約を解約する

ことができる。 

    ア 事業者が正当な理由なく指定介護予防支援の提供を行わない場合 

    イ 事業者が明らかな守秘義務に反した場合 

    ウ 事業者が利用者やその家族に対して社会通念を逸脱する行為を行なった場合 

    エ その他事業者がこの契約に定める指定介護予防支援の提供を正常に行えない状況に陥った場合 

２ 事業者から行う解約措置 

（１） 事業者は、休廃止等この契約に基づく指定介護予防支援の提供が困難になるなど、やむを得ない事

情がある場合は、利用者に対してこの契約の解約を予定する日から１ヶ月以上の期間をおいて、利

用者に解約理由を示した書面を通知することにより、この契約を解約することができる。 ただし、

利用者又はその家族等が事業者や従業者に対してこの契約を継続しがたいほどの不信行為を行った

場合は、１ヶ月以上の事前申し出の期間なしに、この契約を解約することができる。 

 

 



３ 契約の自動終了 

 （１）利用者が介護予防支援を必要としない施設に入所又はサービス利用を開始された場合 

(２) 利用者の介護認定区分が「非該当」もしくは「要介護」と判定された場合 

 （３）利用者が当事業所の担当地域から転居された場合 

(４) 利用者が死亡した場合 

但し、介護予防支援のご利用者で、ご利用者及びご家族の事情によるサービス内容の変更のため、一

時的に介護予防ケアマネジメントの扱いとなった場合は、契約を継続する。また、介護予防支援から介

護予防ケアマネジメントに移行する場合、又は、介護予防ケアマネジメントから介護予防支援に移行す

る場合においては、事業所と地域包括支援センターは密に連絡を取り合い、ご利用者が遺漏なく円滑に

サービスが利用できるよう努めるものとする。 

 

（担当者） 

第５条 事業者は、指定介護予防支援の業務を担当する介護支援専門員を選任し、その選定又は交代を行っ

た場合は、利用者にその氏名その氏名を通知する。 

  

（介護予防サービス計画の作成） 

第６条 事業者は、次の各号に定める事項を担当職員に担当させ、介護予防サービス計画（以下「ケアプラ

ン」という。）の作成を支援する。 

（１）介護予防ケアマネジメントの提供に当たっては懇切丁寧を旨とし、利用者及びその家族に対しサー

ビスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行う。 

（２）ケアプランの作成にあたっては、利用者の自立した日常生活の支援を効果的に行うため、利用者の

心身及び家族の状態等に応じ、継続的かつ計画的に指定介護予防サービス等の利用が行われるよう

にする。 

（３）ケアプランの作成にあたっては、利用者の日常生活全般を支援する観点から、介護予防給付の対象

となるサービス以外の保健医療サービス又は福祉サービス、当該地域の住民による自発的な活動に

よるサービス等の利用も含めてケアプランに位置づけるよう努める。 

（４）ケアプラン作成にあたり、ご利用者及びその家族等には、計画に位置づけられる指定介護予防サー

ビス事業所について、利用者の意思及び人格を尊重し常に利用者の立場に立ち、提供されるサービ

スが特定の種類又は特定のサービス事業所に偏することがないよう、公正中立に行う。また利用者

及び家族は、複数の指定介護予防サービス事業所を紹介するよう求めることができる。 

（５）ケアプランの作成にあたっては、適切にサービスが選択できるよう、当該地域における指定介護予

防サービス事業者等に関するサービスの内容、利用料等の情報を利用者及びその家族に提供する。 

（６）ケアプランの作成にあたっては、適切な方法により、利用者の生活機能や健康状態おかれている環

境等を把握した上で、利用者の日常生活の状況を把握し、利用者及び家族の意欲意向を踏まえて、

生活機能の低下の原因を含む利用者が現に抱える問題点を明らかにするとともに、介護予防の効果

を最大限に発揮し、利用者が自立した日常生活を営むことができるよう支援すべき総合的な課題を

把握する。 

（７）前号に規定する解決すべき課題の把握(以下「アセスメント」という。) にあたっては、利用者の

居宅を訪問し、利用者及びその家族に面接し行う。この場合において、面接の趣旨を利用者及び家

族に対して十分に説明し、理解を得るものとする。 

（８）利用者の希望及びアセスメントの結果、利用者が目標とする生活、専門的観点からの目標と具体策、

利用者及びその家族の意向、それらを踏まえた具体的な目標、その目標を達成するための支援の留

意点、本人及び指定介護予防サービス事業者等が目標を達成するために行うべき支援内容並びにそ

の期間等を記載した介護予防ケアプランの原案を作成する。 

２ 担当職員は、サービス担当者会議の開催、指定介護予防サービス等の担当者(以下「サービス担当者」と

いいます。) に対する照会等により、利用者の状況等に関する情報を担当者と共有するとともに、ケアプ

ランの原案の内容について、サービス担当者から専門的な見地からの意見を求めるものとする。 

３ 担当職員は、ケアプランの原案に位置づけた指定介護予防サービス等について、保険給付の対象となる

かどうかを区分した上で、当該ケアプランの原案の内容について利用者及びその家族に対して説明し、文

書により利用者の同意を得て介護予防サービス計画等として利用者、サービス担当者に交付する。 



（実施状況の把握・計画の変更等） 

第５条 事業者は、ケアプラン作成後、次の各号に定める事項を担当職員に担当させる。 

（１） ケアプランの実施状況の把握を行い、必要に応じて計画の変更、指定介護予防サービス事業者等と

の連絡調整その他の便宜を提供する。なお、利用者がケアプランの変更を希望した場合又は、事業

者がケアプランの変更が必要と判断した場合は、事業者と利用者双方の合意をもってケアプランを

変更する。 

（２） 指定介護予防サービス等の実施状況の把握にあたっては、利用者及びその家族、指定介護予防サー

ビス事業者等との連絡を継続的に行う。サービスの提供が開始される月（ケアプランが変更された

場合を含む。以下同じ。）及びサービスの提供が開始される月の翌月から起算して３月に1回並び

に利用者の状況に著しい変化があったときは、利用者の居宅を訪問し、利用者と面接する。ただし、

要件を満たしていれば、テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用したモニタリングを可能とす

る。要件は、別紙（重要事項説明書）のとおり。 

（３） ケアプランに位置付けた期間が終了するときは、利用者の居宅を訪問し、利用者と面接を行い、ケ

アプランの達成状況について評価を行う。 

 

（給付管理） 

第６条 事業者は、ケアプラン作成後、その内容及び利用実績に基づき毎月給付管理票を作成し、国民健康

保険団体連合会に提出する。 

 

（要支援認定等の申請に係る援助） 

第７条 事業者は、利用者が要支援認定の更新申請及び状態の変化に伴う区分変更の申請並びに要介護認定

申請を円滑に行えるよう必要な協力を行う。 

２ 事業者は、利用者が希望する場合は、前項の申請を利用者に代わって行う。 

 

（サービスの提供の記録） 

第８条 事業者は、予防給付に基づく介護予防支援事業の提供に関する記録を作成することとし、これをこ

の契約終了後２年間保管します。 

２ 利用者は、事業者の営業時間内にその事業所にて、当該利用者に関する第１項のサービス実施記録を閲

覧し、複写物の交付を受けることができます。 

３ 事業者は、要支援認定を受けている利用者が要介護認定を受けた場合、その他利用者からの申し出があ

った場合には、利用者に対し、直近のケアプラン及びその実施状況に関する書類を交付します。 

                                                   

（料金） 

第９条 この契約に基づき、事業者が提供する指定介護予防支援にかかる料金は別紙（重要事項説明書）の

とおりとする。 

 

（秘密保持及び個人情報の保護） 

第１０条 事業者及びその従業員は、指定介護予防支援を提供する上で知り得た利用者及びその家族に関す

る秘密を正当な理由なく第三者に漏洩してはならない。この秘密を保持する義務は契約終了後も継続する。 

２ 事業者は利用者から予め書面で同意を得ない限り、サービス担当者会議等 において利用者の個人情報

を用いてはならない。また、利用者の家族の個人情報についても予め書面で同意を得ない限り、サービス

担当者会議等において当該家族の個人情報を用いてはならない。 

３ 事業者は利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録物(磁気媒体情報及び伝送情報を含む)に

ついては、善良な管理者の注意をもって管理し、また処分する際にも第三者への漏洩を防止するものとす

る。 

（賠償責任） 

第１２条 事業者は指定介護予防支援の提供に伴い、利用者の生命・身体・財産等を傷つけた場合は、その

責任の範囲において利用者に対して損害を賠償するものとする。ただし、その損害のうち、利用者又は利

用者家族の責に帰すべき事由により発生したものはこの限りではない。 

 



（相談・苦情対応） 

第１３条 事業者は利用者からの相談・苦情の窓口を設置し、自ら提供した指定介護予防支援又はケアプラ

ンに位置づけたサービス等に関する利用者の要望、苦情等に対し迅速かつ適切に対応しなければならない。 

（身分証携行義務） 

第１４条 担当職員は、常に身分証を携行し、利用者や利用者の家族から提示を求められたときは、いつで

も身分証を提示しなければならない。 

 

（虐待の防止） 

第１５条 事業者は利用者等の人権の擁護・虐待防止等のために、必要な措置を講じなければならない。 

 

（利用上の注意義務等） 

第１１条 利用者は指定介護予防支援の実施及び安全衛生等の管理上、必要があると認められる場合は、事

業者及びその従業者が利用者の居宅内に立ち入り、必要な措置をとることを認めることとする。ただし、

その場合事業者は利用者のプライバシー等の保護について、充分な配慮をしなければならない。 

２ 利用者の心身の状況等により特段の配慮が必要な場合には、利用者及びその家族と事業者とが、指定介

護予防支援の内容について介護保険法令やその他の法令の定めるところに従い、協議の上決定する。 

 

（本契約に定めのない事項） 

第１６条 利用者及び事業者は、信義誠実をもってこの契約を履行するものとする。 

２ この契約に定めのない事項については、介護保険法令その他の法令の定めるところを尊重し、双方が誠

意をもって協議の上、定めることとする。また、協議の内容に関しては事業者の所在する保険者に報告す

るものとする。 

 

（裁判管轄） 

第１７条 利用者と事業者は、本契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、利用者の住所地を管轄する裁

判所を第一審の専属的管轄裁判所とすることを予め合意することとする。 

 

上記の契約を証するため本書２通を作成し、利用者、事業者が署名の上、１通ずつ保有する｡ 

 

 

契約締結日  令和  年  月  日 

 

利用者   ＜住 所＞                                   

 

         ＜氏 名＞                                   

 

（代理人） 

         ＜住 所＞                                   

 

           ＜氏 名＞                                   

 

＜利用者との関係＞                               

 

事業者 

        ＜法人名＞    社会福祉法人 奉優会 

        ＜法人所在地＞  東京都世田谷区駒沢１丁目４番１５号真井ビル５階 

        ＜代表者名＞   理事長  香取 寛                  

        ＜事業所名＞   奉優会弥生の園居宅介護支援事業所 

        ＜事業所所在地＞ 東京都中野区弥生町３丁目３３番８号 



【契約書別紙】 

１ 担当職員 

奉優会弥生の園居宅介護支援事業所      

担当職員                  連絡先：０３－５３５８－５７３０  

 

２ 料金 

• 介護予防サービス計画費は、以下のとおりです。ただし、介護予防サービス計画費が法定

代理受領により介護保険給付が支払われる場合、利用者の自己負担分はございません。 

• 介護保険適用が適用される場合でも、保険料の滞納等により、保険給付金が直接事業者に

支払われない場合があります。その場合、一旦当事業者が利用者より1か月あたりの法定料

金をお支払いいただき、サービス提供証明書を発行致します。後日、利用者がこのサービ

ス提供証明書を中野区の窓口に提出しますと、差額の払い戻しをうけることができます。 

• 料金についてご不明な点がございましたら、担当職員までご連絡下さい。 

 

※介護予防支援に関する料金 

（１）介護予防支援費                   ５．３８０円 

（２）初回加算                             ３，４２０円 

      

３ 相談、要望、苦情等の窓口 

 介護予防支援等に関する相談、要望、苦情等は下記窓口までお申し出ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記内容の説明を受け、了承しました。 

 

令和  年  月  日 

             

 ＜利用者氏名＞                  

 

＜代理人氏名＞                  

事業者 

<法 人 名>  社会福祉法人 奉優会 

<法人所在地> 東京都世田谷区駒沢１－４－１５真井ビル５階 

<代 表 者 名> 社会福祉法人 奉優会  理事長 香取 寛            

<事 業 者 名> 奉優会弥生の園居宅介護支援事業所 

 （ 指定介護予防支援事業者事業者番号  １３７１４０１５７９ ） 

【区の相談窓口】 

 中野区役所 地域支えあい推進部 介護保険課 介護事業者係 

電話番号：０３－３２２８－８８７８ 

受付時間  ９：００～１７：００ （土日祝日を除く）                          
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介護予防支援重要事項説明書 

＜ 令和 6 年 ８月 1 日 ＞ 

 

１．運営法人 

法人の名称 社会福祉法人 奉優会 

所 在 地 東京都世田谷区駒沢 1-4-15 真井ビル 5 階 

法 人 種 別 社会福祉法人（社会福祉法 22 条） 

代表者 氏名 理事長  香取 寛 

電 話 番 号 03-5712-3770 

 

２．運営の目的と方針  

 要支援状態にある利用者に対し適切な介護予防支援サービスを提供することを目的とします。

運営に際しては、利用者の居宅を訪問し、要支援者の有する能力や提供を受けている指定介護

予防サービス、そのおかれている環境等の課題分析を通じて、自立した日常生活を営むことが

出来るように介護予防サービス計画等の作成及び変更をします。 

また、関係区市町村や地域包括支援センター及び地域の保健・医療・福祉サービスと綿密な

連携および連絡調整を行い、サービス担当者会議等の開催を通じて実施状況の把握に努めます。 

 

３．指定介護予防支援事業者の概要 

(１) 事業者の指定番号およびサービス提供地域 

事  業  所  名 奉優会 弥生の園居宅介護支援事業所 

所    在    地 東京都中野区弥生町 3-33-8 

電話番号/FAX 03-5358-5730 / 03-5358-5830 

介護保険指定番号 1371401579 

サービス提供地域 南台、弥生町、本町、中野、東中野 

 ※上記地域以外の方でも希望の方はご相談ください。 

 

(２) 職員体制 

従 業 員 の 職 種 区分 業  務  内  容 人数 

管理者 常勤 事業所の運営および業務全般の管理 １名 

主任介護支援専門員 

（管理者含） 
常勤 介護予防支援サービス等に係わる業務 1 名以上 

介護支援専門員 常勤 介護予防支援サービス等に係わる業務 1 名以上 
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(３) 営業時間 

  月～金曜日 午前 9 時 00 分から午後 6 時 00 分 

 （土・日、祝日及び国民の休日、12 月 29 日から 1 月 3 日を除く） 

 

  【営業時間外】 

平日午後 6 時以降、翌 9 時まで転送電話にて受付。 

土・日、祝日及び国民の休日など平日以外は、転送電話にて緊急連絡のみ 24 時間体制で受

付。 

   

４．料金 

(１) 利用料 

要支援認定を受けた方は、介護保険制度から全額給付されるので、介護予防支援に関する

自己負担はありません。 

 ※保険料の滞納等により保険給付金が直接事業者に支払われない場合、一旦、利用料の全

額を自己負担いただく場合があります。1 ヶ月につき介護度に応じて所定の金額をいた

だき、奉優会からサービス提供証明書を発行致しますので、発行された証明書を後日、

区市町村等の窓口に提出いただくことで全額払い戻しとなります。 

尚、上記の金額が、介護報酬の関連法令・通知等の改正により、変更された場合には、

改訂後の金額をいただきます。 

※事業者が提供する介護予防支援に関する料金は【契約書別紙】のとおりです。 

（２）交通費 

無料 

（３）解約料 

ご利用者はいつでも契約を解約することができ、一切解約料はかかりません。 

(４) 記録の複写 

  サービス実施記録の複写サービスが必要な場合は、実費をいただきます。 

 

５．介護予防支援サービスの実施概要 

事  項 備  考 

課題分析の方法 居宅サービス計画ガイドラインを使用し、厚生省の標準課題項目に

準じて 3 か月に 1 回（※要件を満たしていれば 6 か月に 1 回）居宅

を訪問し、適切な期間に計画の実施状況の把握を行う。 

研 修 の 参 加 現任研修等、資質向上のため必要な研修に計画的に参加 

担当者の変更 担当の介護支援専門員の変更を希望する方は対応可能 

※要件  ① 利用者の同意を得ること。 

② サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治医、担当者その 

他の関係者の合意を得ていること。 

(ア) 利用者の状態が安定していること。 
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(イ) 利用者がテレビ電話装置等を介して意思疎通ができること（家族のサポート

がある場合も含む）。 

(ウ) テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは収集できない情報について、

他のサービス事業者との連携により情報を収集すること。 

（１）介護予防支援利用の開始 

  まず、職員がお伺いします。契約を締結した後、介護予防支援等の提供を開始します。 

（２）介護予防支援の終了 

 ①ご利用者の都合で介護予防支援を終了する場合 

  文書でのお申し出により、いつでも解約できます。 

②自動終了 

  以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的に介護予防支援を終了いたします。 

・ ご利用者が、介護予防支援を必要としない施設に入所又はサービス利用を開始された

場合。 

・ 介護予防支援を受けていたご利用者が、要介護・要支援認定区分において、要介護又

は非該当と認定された場合。 

・ ご利用者が、当事業所の管轄地域から転居された場合。 

・ ご利用者がお亡くなりになった場合。 

   ※介護予防支援のご利用者で、ご利用者及びご家族の事情によるサービス内容の変更のた

め、一時的に介護予防ケアマネジメントの扱いとなった場合は、契約を継続します。 

   ※介護予防支援から介護予防ケアマネジメントに移行する場合、又は、介護予防ケアマネ

ジメントから介護予防支援に移行する場合においては、事業所と地域包括支援センター

は密に連絡を取り合い、ご利用者が遺漏なく円滑にサービスが利用できるよう努めます。 

  ③その他 

   ご利用者やご家族などが当事業者や当事業者の担当職員に対して、本契約を継続し難

いほどの背信行為を行った場合は、文書で通知することにより、即座にサービスを終了さ

せていただくことがあります。 

 

６．利用者からの相談または苦情に対応する窓口 

(１）当事業所相談窓口 

相談窓口 奉優会 弥生の園居宅介護支援事業所 

担 当 者 管理者  岡田 由加子 

電話番号 03-5358-5730 

対応時間 月曜～金曜日 受付時間午前 9 時 00 分～午後 6 時 00 分 

(２）円滑かつ迅速に苦情処理を行う対応方針等 

苦情があった場合は直ちに連絡を取り、詳しい事情を聞くとともに、担当者およびサー

ビス事業所から事情を確認します。また、管理者が必要と判断した場合は、管理者等を含

み検討会議を実施し、検討の結果および具体的な回答を直ちに苦情主訴者に伝え、納得が

いくような理解を求めます。 
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(３) 苦情があったサービス事業所に対する対応方針等 

サービス事業者からの対応状況を正確に確認するとともに、その苦情の真の原因を突

き止め、よりよいサービスが提供されるよう、充分な話し合い等を実施します。また、定

期的にサービス事業者を訪問し、円滑な対応が図れるようにします。 

(４) 苦情申立機関が下記のとおり設置されております。 

外部苦情相談窓口 

市区町村 担当 電話 

東京都国民健康保険団体連合会 介護相談指導課  

介護相談窓口担当係 

03-6238-0177 

中野区 地域支えあい推進部 

介護保険課 介護事業者係 

03-3228-8878 

 

７．担当の地域包括支援センター 

中野区〇〇地域包括支援センター 電話  03-3367-7802 

 

８．事故発生時の対応 

事業所の過誤及び過失の有無に関らず、サービス提供の過程において発生した利用者の身体

的又は精神的に通常と異なる状態でサービス提供事業所から連絡があった場合は、下記のとお

りの対応を致します。 

(１) 事故発生の報告 

  事故により利用者の状態に影響する可能性がある場合は、速やかに市区町村（保険者）

に報告致します。 

(２)処理経過及び再発防止策の報告 

(１)の事故報告を行った場合は、処理経過、事故発生の原因及び再発防止策を策定し、

市区町村（保険者）に報告します。なお、軽微な事故であってもその事故についての検

証を行い、再発防止に努めます。 

 

９．緊急時の対応方法 

事業所はサービス事業者から緊急の連絡があった場合には、予め確認している連絡先及び医

療機関に連絡を行い指示に従います。 

 

１０．主治の医師および医療機関等との連絡 

事業所は利用者の主治の医師および関係医療機関との間において、利用者の疾患に関する情

報について必要に応じ連絡をとらせていただきます。そのことで利用者の疾患に対する対応を

円滑に行うことを目的とします。この目的を果たすために、以下の対応をお願い致します。 

(１) 利用者の不測の入院時に備え、担当の居宅介護支援事業者が医療機関に伝わるよう、

入院時に持参する医療保険証またはお薬手帳等に、当事業所名および担当の介護支援専

門員がわかるよう、名刺を貼り付ける等の対応をお願いいたします。 

(２) また、入院時にはご本人またはご家族から、当事業所名および担当介護支援専門員の

名称を伝えていただきますようお願いいたします。 
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(３) 医療サービスを居宅サービス計画に位置付ける場合にあっては、利用者の同意を得て

主治医の医師等の意見を求めるとともに、主治の医師等とより円滑な連携に資するよ

う、当該意見を踏まえて作成した居宅サービス計画については,意見を求めた主治の医

師等に交付いたします。 

 

１１．秘密の保持 

(１) 事業所は、介護支援専門員及び事業所の使用する者は、サービス提供する上で知り得

た利用者および家族に関する秘密を、正当な理由なく第三者に洩らしません。この守秘

義務は契約終了後も同様です。 

(２) 事業所は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等において

利用者の個人情報を用いません。 

(３) 事業所は、利用者の家族から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等に

おいて、当該家族の個人情報を用いません。 

 

＜同意をいただく個人情報利用目的の範囲について＞ 

① 社会福祉法人奉優会が、ご利用者からの依頼に基づいた各種サービスを提供する為の利

用。 

② 提供したサービスに対する請求業務などの介護保険事務での利用。 

③ サービス提供に係わる、主治医・施設・事業所等への必要な情報の提供。 

④ ご利用者からのご依頼に基づいた適正なサービスを提供するための、他サービス事業者

や居宅介護支援事業所との連携（サービス担当者会議）、照会への回答。 

⑤ 奉優会からのサービス等のご案内をするための利用。 

⑥ 奉優会からのサービス向上を目的としたアンケートの依頼をするための利用。 

⑦ 行政機関等からの要求で、法令上応じることが義務付けられている事項に対する利用。 

⑧ その他、特に目的を特定の上、同意を得て収集した個人情報については、その特定した

利用目的に沿う利用。 

 

１２．利用者自身によるサービスの選択と同意 

(１) 利用者自身がサービスを選択することを基本に支援しサービスの内容、利用料等の情

報を適正に利用者または家族に対して提供するものとします。 

① 指定介護予防支援の提供の開始に際し、予め利用者に対して、複数の指定介護予防サー

ビス事業者等を紹介するように求める事が出来ること、利用者は介護予防サービス計画

に位置付けた指定介護予防サービス事業所等の選定理由の説明を求めることができます。 

② 特定の事業者に不当に偏した情報を提供するようなことや、利用者の選択を求めること

なく同一の事業主体のみによる居宅サービス計画原案を提示することはいたしません。 

③ 居宅サービス計画等の原案に位置付けた指定居宅サービス等について、指定介護予防サ

ービス等の担当者からなる、サービス担当者会議の招集ややむをえない場合には照会等

により、当該介護予防サービス計画等の原案の内容について、専門的な見地からの意見

を求め、利用者及び当該サービス担当者との合意を図ります。 

(２) 日常生活上の障害が１ヶ月以内に出現すると主治の医師等が判断した場合、利用者又

はその家族の同意を得た上で、主治の医師等の助言を得ながら、通常よりも頻回に居宅訪
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問（モニタリング）をさせていただき、利用者の状態やサービス変更の必要性等の把握、

利用者への支援を実施します。その際に把握した利用者の心身の状態を記録し、主治の医

師やケアプランに位置付けた居宅サービス事業者へ提供することで、その時々の状態に即

したサービス内容の調整等を行います。 

 

１３．暫定的な介護予防支援 

(１) ご利用者が受ける要介護認定の結果が未認定な場合には、ご利用者の状態等を十分勘

案して暫定的な介護予防サービス計画（以下「暫定介護予防サービス計画」といいます。）

を作成します。 

(２) 暫定介護予防サービス計画を作成する際には、保険給付の対象にならない費用が生じ

る場合があることを十分にご利用者及びご家族に説明します。 

 

１４．虐待防止のための措置に関する事項 

（１） 虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用可）を定期的に開

催し、従業者へ周知徹底 

（２） 虐待防止の指針を整備 

（３） 従業者への虐待防止のための研修の定期的実施 

（４） 上記措置を実施するための担当者の設置 

（５） 事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者

を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、

これを市区町村に通報するものとする。 

   

１５. 身体拘束等の適正化推進 

当事業所は、身体拘束等の適正化を推進するため、次に掲げる措置を講じる。利用者又は他

の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行っ

てはならないこととし、身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録する。 

 

１６. 業務継続計画の策定 

(１) 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施

するための、および非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続画）を

策定します。 

(２) 当該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。 

 

１７. 提供するサービスの第三者評価の実施状況について 

実施の有無  無 

実施した直近の年月日  

実施した評価機関の名称  

評価結果の開示状況  
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当事業所は、介護予防支援の提供にあたり利用者に上記のとおり重要事項を説明しました。    

この証として本書２通を作成し、利用者、事業所が記名の上、各自１通を保有するものとしま

す。 

 

 

 

介護予防支援サービスの提供に際し、本書面の重要事項の説明を行いました。 

 

事業所名  奉優会 弥生の園居宅介護支援事業所 

所 在 地  中野区弥生町 3 丁目 33 番 8 号 

説 明 者                                     

 

 

 

令和  年  月  日 

 

私は本書面に基づいて事業所から重要事項の説明を受け、介護予防支援サービスの提供 

開始に同意しました。 

 

利   用   者    

 

住   所                                                 

 

 氏   名                                    

 

 

代   理   人 

 

住   所                                                    

 

 氏   名                 続柄（       ）  
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申請代行委任状 

 

 

利用者及びその家族は、次に定める条件にあって、必要最低限の範囲内で要介護認定等の申

請代行を希望します。 

 

 

１. 申請代行の理由 

利用者及びその家族等が申請書を提出することが困難な場合であって申請代行を依

頼された場合 

 

 

２．申請代行する書類等の範囲 

    ・ 要介護認定更新・変更申請書 

    ・ その他(         ) 

 

 

３. 申請代行を行なう期間 

     （１）居宅介護支援契約の契約締結の日から、利用者の要介護認定または要支援認定の有

効期間満了日 

     （２）契約満了日の７日前までに、利用者から事業所に対して、文書による契約終了の申

し出がない場合、契約は自動更新される 

 

 

 

令和    年    月    日  

 

 

 

 

 

利 用 者                       

 

 

代 理 人              続柄（    ）  

 

 

 

 

 



個人情報の取得および利用に関する同意書 

 

 

私              およびその家族の個人情報については、次に記載するとこ

ろにより必要最小限の範囲内で使用することに同意します。 

 

使用する目的および提供範囲 

【介護予防サービス計画の提供に必要な事項】 

① 社会福祉法人奉優会が、ご利用者からの依頼に基づいた各種サービスを提供する為の

利用。 

② 提供したサービスに対する請求業務などの介護保険事務での利用。 

③ サービス提供に係わる、主治医・施設・事業所等への必要な情報の提供。 

④ ご利用者からのご依頼に基づいた適正なサービスを提供するための、他サービス事業

者や居宅介護支援事業所との連携（サービス担当者会議）、照会への回答。 

⑤ 奉優会からのサービス等のご案内をするための利用。 

⑥ 奉優会からのサービス向上を目的としたアンケートの依頼をするための利用。 

⑦ 行政機関等からの要求で、法令上応じることが義務付けられている事項に対する利用。 

⑧ その他、特に目的を特定の上、同意を得て収集した個人情報については、その特定し

た利用目的に沿う利用。 

 

 

（説明者）奉優会弥生の園居宅介護支援事業所                   

 

 

 

奉優会弥生の園居宅介護支援事業所 あて         令和   年   月   日 

 

 

（ご利用者）住所                                 

 

氏名                              

 

 

（代理人） 住所                                 

 

氏名                              

 

              続柄（利用者との関係）             

 

 

（ご家族代表）住所                             

 

氏名                             

 

              続柄（利用者との関係）             

 

 


